	経営革新計画承認企業(平成31年2月)




	１
	企業名
	野宮産業株式会社
	承認年月日
	平成３１年２月１５日

	　
	所在地
	大阪市西区九条３－２８－２５
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６５８２－１５３６
	
	

	　
	事業テーマ
	【ブラシ効果をデジタルマイクロスコープでデータ化して最適なブラシ仕様を確立する技術開発を行う】
　ブラシは製品が完成してからでないと効果が分からないため、製品のブラシテストを行い、デジタルマイクロスコープで「観る」「撮る」「測る」ことで、最適なブラシ効果が発揮できる「ブラシレイアウト」をデータ化して工業用ブラシとブラシ自動機を導入する顧客に「安心と保証」を提供します。
　　


	２
	企業名
	株式会社アン
	承認年月日
	平成３１年２月１５日

	　
	所在地
	大阪市西区北堀江２－４－１１
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６５３８－５７８０
	
	

	　
	事業テーマ
	【オンリーワンスタイルの自社EC事業と就業中のWEBデザイナー・ディレクター向けWEBスクール運営】
　１アイテム１サイトという方針で複数の自社ECサイトを運営します。マーケティング戦略、制作、集客、運営の技術は全てこれまでに蓄積した受託制作事業でのノウハウを活用します。人材発掘を目的にWEBスクールを運営し、既存事業の人材不足を解消しつつ、ECサイト運営のリソースも確保します。WEB制作会社ならではのリスクを恐れないテストマーケティングを兼ねた大胆なECサイト運営にチャレンジします。WEBの専門的な技術を軸に全ての事業にシナジー効果を発揮する独自のスタイルを追求します。
　　


	３
	企業名
	株式会社OKAZU総研
	承認年月日
	平成３１年２月１５日

	　
	所在地
	寝屋川市仁和寺本町３－９－１７
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－８１４－８００６
	
	

	　
	事業テーマ
	【高齢者向け“やわらか食材”の開発を行う】
　現在、お惣菜市場では健常者向けの商品が中心となっていますが、視覚で食を楽しみ、食感は豆腐の固さほどに仕上げて美味しい惣菜の開発を行いたいと考えています。
　　
　

	４
	企業名
	株式会社ワコー
	承認年月日
	平成３１年２月１５日

	　
	所在地
	富田林市中野町西２－８６－２
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	非公表
	
	

	　
	事業テーマ
	【非公表】
　非公表
　　


	５
	企業名
	株式会社カマタ
	承認年月日
	平成３１年２月１５日

	　
	所在地
	大阪市北区大淀中１－１８－１
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６４５２－０２００
	
	

	　
	事業テーマ
	【非公表】
　非公表
　　


	６
	企業名
	南出メリヤス株式会社
	承認年月日
	平成３１年２月２６日

	　
	所在地
	非公表
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	非公表
	
	

	　
	事業テーマ
	【アパレル生産において積層式自動裁断機（CAM）の導入により新たな生産体制を構築し新しい商品を開発する】
　アパレル生産において、アウトドアを楽しむという「コト」を求めるユーザーに対し「アウトドアウェアを街着として」を、コンセプトに自社製造ならではの価値あるプライスを追求した商品を、ブランディングすることにした。具体的には、多様な素材、デザインを取り入れさらに、生産体制も見直し低コスト化を図る。そこで、今回（CAM）の導入による内製化した効率生産方式への変革を目指す。
　　

	７
	企業名
	株式会社プラスキッズ
	承認年月日
	平成３１年２月２６日

	　
	所在地
	豊中市本町３－８－６
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	非公表
	
	

	　
	事業テーマ
	【シニア・シルバー層の「居場所」つくりとシニア・シルバー層を講師とする初級講座事業】
　シニアの生きがい創出に取り組むきっかけづくり。多様なジャンルから講座企画、参加者からインストラクターへのキャリアアップを図り認定資格を付与する。「学ぶ・楽しむ・つながる」をテーマに、それぞれの違いを認め合い、魅力を発見し、未来に希望をもって生きていく社会づくりに貢献します。「居場所」をつくり、雇用の創出と付加価値額の増加を目標とします。
　　


	８
	企業名
	株式会社グロウライフカスタム
	承認年月日
	平成３１年２月２６日

	　
	所在地
	大阪市淀川区東三国４－１６－１６
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６５３５－９５９５
	
	

	　
	事業テーマ
	【本部による人材教育・職能資格制度を徹底するFCチェーンの展開】
　①FC加盟店向けの階層別教育制度の整備：当社では、「ジュニアクラス」「ミドルクラス」「マネージャークラス」の3階層の人材教育カリキュラムを制定して、加盟店の役職者クラスへの本部直接の人材教育を提供する。
　②FC加盟店の役職者に対する職能資格制度の徹底管理：加盟店において多店舗展開や役職者の交代の際には、一定レベルの資格等級を要件とする。資格等級を持たないスタッフには役職への就任を認めない。
　　


＊事業テーマの説明内容は承認企業のコメントをそのまま掲載しています。
